
平成２７年度随意契約情報（使用料・賃貸料）財務部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名
グループ
名

契約の相手方 契約件名 開始 終了 契約金額(円） 適用条項 随意契約理由

1 税務局 税政
システム
グループ

株式会社　ＪＥＣＣ　営業本部 電子計算機の賃貸借 20150401 20150923 181,297,079
特例政令第１０条
第２号

既に調達した業務（税務情報システム
の開発）に連接して行う調達で、既に
契約した相手方以外の者から調達し
たならば、既に調達した業務の便益を
享受することに著しい支障が生じるお
それがあるため

2 税務局 税政
システム
グループ

富士通　株式会社　関西支社
電子計算機プログラム・プロ
ダクト一式の賃貸借

20150401 20150923 51,698,628
特例政令第１０条
第２号

既に調達した業務（電子計算機の賃
貸借）に連接して行う調達で、既に契
約した相手方以外の者から調達したな
らば、既に調達した業務の便益を享受
することに著しい支障が生じるおそれ
があるため

3 税務局 税政
システム
グループ

森田ビルディング　株式会社
電子計算機（本体等）設置場
所に係る賃貸借

20150401 20151231 31,503,555
特例政令第１０条
第２号

従前より税務情報システムに係る電子
計算機（本体）等の設置場所として借
用しているため、前契約者と継続して
契約するもの

4 税務局 税政
システム
グループ

ＩＢＪＬ東芝リース　株式会社

法人二税申告書等光学式文
字読取処理装置及びクライア
ント増設機器一式の賃貸借
契約

20150401 20150930 12,485,808
地方自治法施行
令第１６７条の２
第１項第２号

既に調達した業務（税務情報システム
法人二税ＯＣＲシステム）に連接して行
う調達で、既に契約した相手方以外の
者から調達したならば、既に調達した
業務の便益を享受することに著しい支
障が生じるおそれがあるため

5 大阪自税 大阪自税 調整課
一般社団法人　大阪府自家
用自動車連合協会

寝屋川分室の建物賃貸料 20150401 20160331 9,849,600
地方自治法施行
令第１６７条の２
第１項第２号

本府の行う業務が、近畿運輸局大阪
運輸支局が行う自動車検査登録事務
と関連する業務のため、同支局と隣接
した場所で行う必要があり、この要件
を満たす場所として本件契約先が所
有する建物以外にないため

6 税務局 徴税対策
地方税徴
収向上グ
ループ

株式会社　レックスリース
大阪府域地方税徴収機構で
使用するハイブリッド車の賃
貸契約

20150601 20180331 5,140,800
地方自治法施行
令第１６７条の２
第１項第２号

業務（再リース）が特定の者（当初決定
した業者）でなければ実施することが
できないものであるため

7 税務局 税政
システム
グループ

株式会社　ＪＥＣＣ　営業本部
税務情報システム構成検証
機器等の賃貸借（再リース）

20150401 20160229 4,681,108
地方自治法施行
令第１６７条の２
第１項第２号

業務（再リース）が特定の者（当初決定
した業者）でなければ実施することが
できないものであるため

8 税務局 税政
システム
グループ

株式会社　ＪＥＣＣ　営業本部
税務情報システム開発用機
器等の賃貸借（再リース）

20150401 20160229 2,560,636
地方自治法施行
令第１６７条の２
第１項第２号

業務（再リース）が特定の者（当初決定
した業者）でなければ実施することが
できないものであるため

9 泉南府税 泉南府税 総務課
泉南府民センタービル駐車場
用地の借り上げ料

20150401 20160331 2,400,000
地方自治法施行
令第１６７条の２
第１項第２号

敷地の所有者でなければ実施すること
ができないものであるため
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10 税務局 税政
システム
グループ

富士通リース　株式会社　関
西支店

税務情報システム空気調和
機器（平成１９年度１月調達
分）の賃貸借契約（再リース）

20150401 20150930 1,025,136
地方自治法施行
令第１６７条の２
第１項第２号

業務（再リース）が特定の者（当初決定
した業者）でなければ実施することが
できないものであるため

11 税務局 税政
総務グ
ループ

オムロンクレジットサービス
株式会社

徴税用自動車の借上げ 20150401 20160331 1,000,000
地方自治法施行
令第１６７条の２
第１項第２号

チケットの発行手数料が無料で、大阪
府内の各タクシー会社が多数加盟して
おり、府内全市町村及び近畿すべて
の府県で利用することが可能であるた
め

12 大阪自税 大阪自税 調整課 近畿運輸局長 国有財産使用料 20150401 20160331 986,618
地方自治法施行
令第１６７条の２
第１項第２号

本府の行う業務が、近畿運輸局大阪
運輸支局が行う自動車検査登録事務
と関連する業務のため、同局和泉検
査登録事務所と隣接した場所で行う必
要があり、この要件を満たす場所とし
て同局所有の敷地以外にないため

13 大阪自税 大阪自税 調整課
一般財団法人　近畿陸運協
会

高槻支所の建物賃貸料 20150401 20160331 933,120
地方自治法施行
令第１６７条の２
第１項第２号

本府の行う業務が、軽自動車検査協
会大阪主管事務所高槻支所が行う軽
自動車検査事務と関連する業務のた
め、同所と隣接した場所で行う必要が
あり、この要件を満たす場所として本
件契約先が所有する建物以外にない
ため

14 税務局 税政
システム
グループ

富士通リース　株式会社　関
西支店

電子計算機用空調機（再リー
ス）賃貸借

20150401 20150930 810,648
地方自治法施行
令第１６７条の２
第１項第２号

業務（再リース）が特定の者（当初決定
した業者）でなければ実施することが
できないものであるため

15 税務局　　 税政　　　
システム
グループ

富士通リース　株式会社　関
西支店

地方税電子申告システム用
サーバ等の賃貸借

20150901 20161231 12,752,640
地方自治法施行
令第１６７条の２
第１項第２号

業務（再リース）が特定の者（当初決定
した業者）でなければ実施することが
できないものであるため

Ｈ２７．４～５月 １４件 円

Ｈ２７．８～９月 １件 円

合計 １５件 円

財務部（使用料・賃借料） 306,372,736

319,125,376

12,752,640


